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第５４回ＭＪＳ租税判例研究会 

平成２６年４月３日 
吉野 隆雄 

相続財産である土地を譲渡した場合の所得税と相続税の二重課税 

［東京地裁平成 25 年 7 月 26 日判決］ 

 
１． この判決の注目点 

この判決は「判例研究会」の会員である小山先生、小谷先生が補佐人

税理士として訴訟に参加され、以前この判決前に小山先生から概要の発

表のあったものです。判決が出たので改めて検討してみます。 
争点は、相続税の課税対象となった経済的価値と同一の経済的価値（相

続税評価額、すなわち①被相続人の取得価額と②被相続人の保有期間中

の増加益との合計額）の部分は、本件非課税規定により譲渡収入金額か

ら控除し、非課税とすべきかどうかという点にあります。 
現行所得税では、被相続人の保有期間中に生じた資産の増加益は、相

続発生後にその資産が譲渡されたときに、相続人の保有期間中の増加益

も含めて、相続人に対する所得税（譲渡所得）の課税対象とすることを

予定していると解されます。 
理論的には被相続人の保有期間中の増加益に対する部分は、本来相続

時に被相続人に課税されるべきものが実現していないので繰り延べられ

たという性質を有するものであり、相続人が相続により取得した財産の

経済的価値に対して二重に課税されるものではありません。 

 
２． 事例の概要 

要点をまとめると次の通りとなります。被相続人Ａは平成 19 年 8 月 7
日に死亡し、妻Ｂが相続財産である不動産を相続して相続税の申告をし

た。平成 21 年に相続した不動産を譲渡し、分離長期譲渡所得の金額に計

上して平成 21 年分所得税の確定申告をした後、譲渡所得のうち既に相続

税の課税対象となった経済的価値と同一の経済的価値(相続税評価額)は
所得税法 9 条 1 項 15 項（非課税規定）により非課税とすべきであると主

張し、譲渡所得を「0」とする更正の請求をしたところ、税務署長から上

記主張を容れない内容の減額更正処分を受けたため、その処分の一部取

り消しを求めた事案です。 
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事件の経過 
 平成 19/ 8/ 7 相続開始 
    20/ 5/26 相続税申告書提出 
    21/10～11 不動産譲渡 
    22/ 3/15 21 年分所得税申告書提出 
    22/ 5/11 修正申告書提出 
    22/ 7/21 更正の請求(税務署長) 
    22/11/15 更正処分 
    22/12/ 8 異議申立て 
    23/ 3/ 4 異議決定(棄却) 
    23/ 3/24 審査請求（国税不服審判所長） 
    23/12/ 2 裁決(棄却) 
    24/ 5/28 訴訟提起（東京地裁） 
    25/ 7/26 判決 

 
３． 判決のポイント 

(1) 法 60 条 1 項 1 号 
法 60 条 1 項 1 号は、居住者が贈与、相続（限定承認に係るものを除

く。）又は遺贈(包括遺贈のうち限定承認に係るものを除く。)により取得

した資産を、譲渡した場合における譲渡所得の金額の計算については、

その者が引き続きこれを所有していたものとみなすと規定しています。 
譲渡所得課税は、贈与、相続又は遺贈による資産の移転があった場合

には、その時における価額に相当する金額により譲渡があったものとみ

なして譲渡所得が課税されるべき（法５９条１項）ところ、法 60 条 1
項 1 号の贈与等については、その時点では増加益については具体的に実

現していないので、その時点において譲渡所得課税を行うことは無理が

あり、その後受贈者等が資産を譲渡してその増加益が具体化したときに

これを清算して課税することとしたものです。 
そして、譲渡所得の金額の計算においては、贈与者等が当該資産を取

得するのに要した費用が引き継がれ、贈与者等の所有期間に係る増加益

を含めて受贈者等に課税されること(最高裁平成 17 年 2 月 1 日判決)とな

ります。 
つまり、相続により取得した資産の譲渡所得の課税は、被相続人の保

有期間中に発生した資産の増加益と、相続人の保有期間中に発生した資

産の増加益を合計し、その資産が譲渡されたときにこれらの増加益が実

現したものとして所得税を課税するものとしています。 
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したがって、被相続人の保有期間中に発生した資産の増加益について、

相続人が相続により取得した資産の評価額が相続発生時に相続税の課税

対象となることとは別に、それが譲渡されたときに相続人に対する所得

税の課税対象となることを予定しているといえます。 

 
(2) 年金受給権と「年金払い保険金」の相続税と所得税の二重課税問題との

関係（最高裁平成 22 年 7 月 6 日判決） 
原告はこの 22 年判決でいう「相続税又は贈与税の課税対象となる経済

的価値」は、定期金に限らず、全ての経済的価値を意味するとしている

が、この判決で問題とされた所得は、相続人が原始的に取得した生命保

険金に係る年金受給権に係るものであるところ、この年金受給権はそれ

を取得した者において一時金による取得が選択でき、この場合は本件非

課税規定が適用されることとの均衡を重視して年金による支払を選択し

た場合も本件非課税規定の適用を認めたものです。 
そうすると、本件で問題とされる所得は、法 60 条 1 項 1 号により、

相続人が相続により取得した不動産を譲渡した際に実現するものとして

取り扱うものであり、同号が規定されている以上、単純承認した相続人

は相続時点において、被相続人の保有期間に生じた増加益を実現させる

選択ができないという事でこの 22 年判決とその性質を異にするもので

あります。 

 
(3) 結び 

被相続人の保有期中の増加益に対する譲渡所得税の課税は、被相続人

の下で実現しなかった値上がり益(被相続人の固有の所得)への課税を相

続人の下で行おうとするものであり、理論的には被相続人に帰属すべき

所得として被相続人に課税されるべきものであるから、相続人が相続に

より取得した財産の経済的価値に対して二重に課税されるという評価は

当を得ないものとなります。 

 
４． 検討 

(1) 二重課税 
不動産の相続取得時に時価で相続税が課税され、さらに、不動産の相

続取得時に時価で所得税（一時所得）が課税されれば、それは二重課税

という事になります。この場合は本件非課税規定が適用され所得税は非

課税となります。これに対し、譲渡所得に対する課税は、資産の値上が

りにより所有者に帰属する増加益を所得として、資産が所有者の支配を
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離れて他に移転するのを機会にこれを清算して課税する趣旨のものであ

り、譲渡所得税の課税対象は、相続人が相続により財産を取得したこと

による経済的利得ではなく、資産の値上がりによる増加益であるから、

相続税の課税対象となる経済的価値と同一性を欠き、相続税と所得税と

の二重課税の問題は生じないこととなります。 

 
(2) 年金受給権判決との比較 

22 年判決は、年金受給権について、一括受給するか、年金受給するか

を選択できるという事が前提での判断であり、本件は法 60 条 1 項 1 号

の規定により被相続人に帰属すべき増加益を相続開始時において被相続

人に課すという事が認められていないという点で相違があります。 

 
(3) 類似の事件の判決（平成 25 年 6 月 20 日東京地裁判決、平成 25 年 11 月

21 日東京高裁判決） 
地裁判決において、「相続人が被相続人からの相続により取得した資産

を譲渡した場合、相続税の課税対象となる当該資産の相続開始の時にお

ける価額に相当する経済的価値の中には、被相続人の保有期間中に抽象

的に発生し蓄積された資産の増加益が未実現のまま含まれているという

事ができるが、相続税の課税対象が、相続人が相続により取得した財産

の経済的価値であるのに対して、譲渡所得に対する所得税の課税対象と

なる被相続人の保有期間中の増加益は、被相続人がその資産を譲渡して

いれば被相続人に帰属すべき所得が相続人によるその資産の譲渡により

実現したものであるから、当該資産の譲渡により相続人に帰属する所得

に所得税を課したとしても、実質的に同一の経済的価値に対する相続税

と所得税との二重課税が行われることとなるとまでいう事は出来ない」

と説示して、被相続人の保有期間中の増加益は非課税所得に該当しない

と結論づけています。 
また、同じ事件の高裁判決では、次のように判示している。 
昭和 25 年改正後の旧所得税法は、「みなし譲渡課税」の制度を採用し、

かつ、相続人が相続により取得した資産を譲渡した場合の資産の取得費

については、相続人が相続時にその時の価額により取得したものとみな

すとしていました。この制度の下では、相続時において、相続人に相続

税評価額に対する相続税が課されるほか、被相続人にその保有期間中の

増加益に対する所得税が課され、さらに、相続人が他に売却したとき、

相続人にその保有期間中の増加益に対する所得税が課されることになり

ます。しかし、現行所得税は「みなし譲渡課税」の制度を採用せず、相
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＜参考資料＞ 

国税速報 6293・20131216 

「実務家のための判例・裁決例セミナー」池本征男 

東京税理士界 684・20140101 

TAINS 判決の紹介 依田孝子 

税理   201011 

「年金受給権と「年金払い」による保険金の相続税と所得税の二重課税問題」

大淵博義 

国税速報 6286・20131028  

「相続税課税と被相続人から引き継いだ譲渡益課税に該当しないとした事例」 

東京地裁判決平成 25 年 6 月 20 日 （TAINS  Z888-1801） 

東京高裁判決平成 25 年 11 月 21 日 （TAINS  Z888-1802） 

 
 

（参考） 所得税法  

 

（非課税所得）＊平成２２年の改正により 第９条１項１５号は１６号に 

 第９条 次に掲げる所得については、所得税を課さない。 

  16．相続、遺贈又は個人からの贈与により取得するもの（相続税法（昭和 25 

  年法律第 73 号）の規定により相続、遺贈又は個人からの贈与により取得した 

  ものとみなされるものを含む。） 

 

（譲渡所得） 

第３３条 譲渡所得とは、資産の譲渡（建物又は構築物の所有を目的とする地

上権又は賃借権の設定その他契約により他人に土地を長期間使用させる行為で

政令で定めるものを含む。以下この条において同じ。）による所得をいう。 

                             【令】第 79 条 

２ 次に掲げる所得は、譲渡所得に含まれないものとする。 

1．たな卸資産（これに準ずる資産として政令で定めるものを含む。）の譲渡 

その他営利を目的として継続的に行なわれる資産の譲渡による所得 

 2．前号に該当するもののほか、山林の伐採又は譲渡による所得 

                             【令】第 81 条 

３ 譲渡所得の金額は、次の各号に掲げる所得につき、それぞれその年中の当

該所得に係る総収入金額から当該所得の基因となった資産の取得費及びその資

産の譲渡に要した費用の額の合計額を控除し、その残額の合計額（当該各号の
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うちいずれかの号に掲げる所得に係る総収入金額が当該所得の基因となった資

産の取得費及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計額に満たない場合には、

その不足額に相当する金額を他の号に掲げる所得に係る残額から控除した金額。

以下この条において「譲渡益」という。）から譲渡所得の特別控除額を控除した

金額とする。 

1．資産の譲渡（前項の規定に該当するものを除く。次号において同じ。）で

その資産の取得の日以後５年以内にされたものによる所得（政令で定める

ものを除く。） 

 2．資産の譲渡による所得で前号に掲げる所得以外のもの 

 

（譲渡所得の金額の計算上控除する取得費） 

第３８条 譲渡所得の金額の計算上控除する資産の取得費は、別段の定めがある

ものを除き、その資産の取得に要した金額並びに設備費及び改良費の額の合計

額とする。 

２ 譲渡所得の基因となる資産が家屋その他使用又は期間の経過により減価する

資産である場合には、前項に規定する資産の取得費は、同項に規定する合計額

に相当する金額から、その取得の日から譲渡の日までの期間のうち次の各号に

掲げる期間の区分に応じ当該各号に掲げる金額の合計額を控除した金額とする。 

1．その資産が不動産所得、事業所得、山林所得又は雑所得を生ずべき業務の 

用に供されていた期間 第 49 条第１項（減価償却資産の償却費の計算及びそ

の償却の方法）の規定により当該期間内の日の属する各年分の不動産所得の

金額、事業所得の金額、山林所得の金額又は雑所得の金額の計算上必要経費

に算入されるその資産の償却費の額の累積額 

2．前号に掲げる期間以外の期間 第 49 条第１項の規定に準じて政令で定め 

るところにより計算したその資産の当該期間に係る減価の額 

 

（贈与等の場合の譲渡所得税等の特例） 

第 59 条 次に掲げる事由により居住者の有する山林（事業所得の基因となるもの

を除く。）又は譲渡所得の基因となる資産の移転があつた場合には、その者の

山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額の計算については、その事

由が生じた時に、その時における価額に相当する金額により、これらの資産の

譲渡があつたものとみなす。 

1．贈与（法人に対するものに限る。）又は相続（限定承認に係るものに限る。） 

若しくは遺贈（法人に対するもの及び個人に対する包括遺贈のうち限定承認

に係るものに限る。） 

2．著しく低い価額の対価として政令で定める額による譲渡（法人に対するも 

MJS／第54回 租税判例研究会（2014.4.3）



9 

のに限る。） 

 

（贈与等により取得した資産の取得費等） 

第 60条 居住者が次に掲げる事由により取得した前条第１項に規定する資産を譲

渡した場合における事業所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑

所得の金額の計算については、その者が引き続きこれを所有していたものとみ

なす。 

1．贈与、相続（限定承認に係るものを除く。）又は遺贈（包括遺贈のうち限 

定承認に係るものを除く。） 

  2．前条第２項の規定に該当する譲渡 

２ 居住者が前条第１項第１号に掲げる相続又は遺贈により取得した資産を譲渡

した場合における事業所得の金額、山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所

得の金額の計算については、その者が当該資産をその取得の時における価額に

相当する金額により取得したものとみなす。 
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